
 

1 

2011年東北地方太平洋沖地震における道路網 

および上・下水道網の被害の空間相関 

―茨城県神栖市における事例分析― 
 

 

水野 陽介1・那波 悟志2・庄司 学3 

 
1学生会員 筑波大学理工学群工学システム学類（〒305-8573 茨城県つくば市天王台1-1-1） 

E-mail: s0911271@u.tsukuba.ac.jp 
2学生会員 筑波大学大学院システム情報工学研究科（〒305-8573 茨城県つくば市天王台1-1-1） 

E-mail: s1021001@u.tsukuba.ac.jp 
3正会員 筑波大学システム情報系准教授（〒305-8573 茨城県つくば市天王台1-1-1） 

E-mail: gshoji@kz.tsukuba.ac.jp 

 

2011年東北地方太平洋沖地震において液状化による被害の顕著であった茨城県神栖市を取り上げ，市内

でのライフラインシステムの被害の特徴について分析を行った．具体的には，神栖市内の道路網，配水管

網および汚水管網の被害の位置情報と液状化被害の発生した家屋の位置情報を収集し，それぞれについて，

地震動強さおよび地盤情報と被害率の関係について分析を行った．また，同様に神栖市内の道路網，配水

管網および汚水管網の被害と液状化被害の発生した家屋の間の空間的な相関関係を，地震動強さおよび地

盤情報の観点から明らかにした．  

 

     Key Words : The 2011 off the Pacific Coast of Tohoku earthquake, road network, water supply system,  

      sewerage system, damage ratio, spatial correlation 

 

 

1. はじめに 

 

 2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震によ

り，東日本全域においてライフライン施設に甚大な被害

が発生し，社会経済活動に大きな影響をもたらした．そ

れらの要因としては，津波による甚大な被害に加え，地

震動，液状化による被害や，ライフライン被害の相互の

物理的・機能的な連関により，多様な損傷モードの被害

が発生したことが挙げられる．これらの被害データを集

計し，統計的に分析することは，将来の発生が予測され

ている東南海・南海等の巨大プレート間地震や首都直下

などの大規模地震に対して，被害想定とその事前対策の

立案の観点から極めて重要である．これまでに，土木学

会東日本大震災被害調査団による道路1)および上水道施

設2)の被害に関する調査報告がなされるとともに，東日

本地域の国道および主たる県道における被害情報の分析
3)や，茨城県および千葉県における上水道および下水道

の管路の被害情報の分析4)などが行われている．ライフ

ライン施設が密に敷設されている現在の都市においては，

特定の領域内におけるライフライン施設の被害の相関性

を解明することが重要であるといえる．これについて，

君島ら5)などによる検討が行われているが，十分な数の

事例の分析には至っておらず，より詳細な分析が求めら

れている．本研究では，東北地方太平洋沖地震において

強震動および液状化によるライフライン施設の被害が顕

著であった茨城県の神栖市を取り上げ，神栖市内におけ

る道路網，上水道網および下水道網の被害の空間的な分

布の情報を収集した．その上で，それらの情報を用い，

被害と地震動強さおよび地盤条件との関係を集計すると

ともに，異なるライフライン被害の間の空間相関につい

て分析を行った．  

 

 

2. 分析対象とするデータと分析方法 

 

 (1) 対象とするデータ 

 図-1および図-2には，液状化被害の発生した家屋の位

置，道路網，配水管網，汚水管網の敷設位置およびその

被害情報を地震動強さおよび微地形区分の観点から空間

的に表したものを示す．道路に関しては，敷設情報につ

いては数値地図2500
6)を用いた．それらの被害発生地点

は，道路に亀裂や陥没などの損傷が発生し，その後復旧

工事を行った範囲を表す．上水道施設に関しては，配水

管を分析対象とし，それらの被害発生地点は，配水管に

管体亀裂や継手抜けなどによる漏水が発生し，その後復

旧工事を行った地点を表す．下水道施設に関しては，汚

水管を分析対象とし，それらの被害発生地点は，汚水管

渠にクラック，継手抜け，たるみ，人孔浮上などによる 
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                                                         i) 道路                                                         i) 道路 

 

                                                      ii) 配水管                                                       ii) 配水管 

 

                                                     iii) 汚水管                                                        iii) 汚水管 

                                                  (a) IJの場合                                                    (b) PGVの場合 

図-1 地震動強さと施設の敷設および被害の空間的な関係 

 

滞水が発生し，その後復旧工事を行った範囲を表す．液

状化被害の情報に関しては，液状化被害の発生した家屋

の位置を用いた．なお，家屋の位置の同定の際には，住

所からアドレスマッチング7)により座標を求めたため，

その精度は地番レベルまでとなっている． 

 分析に用いる地震動強さの指標としては，計測震度IJ 
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および地表最大速度PGVを用いた．その際には，K-NET，

KiK-net
8)により公開されている強震観測波形および気象

庁9)により公開されている強震観測波形ならびに震源デ

ータに基づき，櫻井ら10)がSimple Kriging法による空間補

間を適用し，IJおよびPGVを250mメッシュ単位で推定し

たものを用いている．櫻井ら10)は，各強震観測点におけ

るIJに末冨ら11)が構築した地盤増幅度を適用し，工学的

基盤面におけるIJb600を求めている．これより得られた

IJb600から，Simple Kriging法により各メッシュにおける

IJb600を推定している．Simple Kriging法に適用するトレン

ド成分には司・翠川12)の距離減衰式の形式を用いている． 

 一方，PGVについては，まず加速度波形にフィルタ処

理をした後に積分値を求め，その上で，EW，NSの水平

2方向の速度波形を時刻歴の中で合成し，その中で最大

となる速度を当該観測点におけるPGVとして定義してい

る．K-NET，KiK-netの加速度波形の処理に関しては，そ

れらの平均値を引いて基線補正し，通過領域周波数

0.1Hz，阻止領域周波数0.05Hzのバタワースハイパスフィ

ルタ12)を通してPGVを求めている．気象庁のデータの処

理に際しては，周期5秒以上をカットする積分漸化式13)

に基づきPGVを求めている．以上より求めた各強震観測

点におけるPGVにIJと同様の方法により，藤本・翠川14)

が構築した地盤増幅度ARVを適用し，工学的基盤面にお

けるPGVb600を求めている．これより得られたPGVb600から，

上述したSimple Kriging法により各メッシュにおける

PGVb600を推定している．Simple Kriging法に適用するトレ

ンド成分にはIJと同様に司・翠川12)の距離減衰式の形式

を適用している． 

 地盤条件としては，防災科学技術研究所15)による250m

メッシュ単位の微地形区分を用いた． 

 

(2) 分析方法 

 上述の情報をもとに，道路の敷設延長 Lr および被害

延長 Ldr，配水管の敷設延長 Lwおよび被害箇所数 &dw，

汚水管の敷設延長 Lsおよび被害延長 Lds，液状化被害家

屋数 &l をそれぞれ，地震動強さおよび微地形区分を指

標として集計した． 

 道路被害率Rr，配水管被害率Rwおよび汚水管被害率Rs

はそれぞれ以下のように定義し，道路に関しては，被害

延長Ldrを敷設延長Lrで除し，次式のように定めた． 

r

dr

r
L

L
R =

   (1) 

配水管に関しては，被害箇所数&dwを敷設延長Lwで除し，

次式のように定めた． 

w

dw

w
L

&
R =

   (2) 

汚水管に関しては，被害延長Ldsを敷設延長Lsで除し，次

式のように定めた． 

s

ds

s
L

L
R =

   (3) 

なお，汚水管は，敷設延長Lsには人孔の分の延長が含ま

れていないのに対し，被害延長Ldsには人孔の分の延長が

含まれているため，被害率Rsがわずかに1.0を超える場合

がある．液状化被害家屋数に関しては，震災前の家屋の

空間分布データが入手できなかったため，被害率は算出 

 
(a) 道路 

 
(b) 配水管 

 
(c) 汚水管 

図-2 微地形区分と施設の敷設および被害の空間的な関係 
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           (a) 液状化被害家屋数&lと IJの関係        (b) 液状化被害家屋数&lとPGVの関係     (c) 液状化被害家屋数&lと微地形区分の関係 

図-3 液状化被害家屋数&lと IJ，PGVおよび微地形区分の関係 
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 (b) 道路被害とPGVの関係 
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 (c) 道路被害と微地形区分の関係 

図-4 道路被害と IJ，PGVおよび微地形区分の関係 
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(a) 配水管被害とIJの関係 

0

50

100

150

200

250

300

350

0 20 40 60 80

L
w

[k
m

]

PGV [cm/s]  

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0 50 100

&
d

w
[件

]

PGV [cm/s]  

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

0 20 40 60 80

R
w

[件
/k

m
]

PGV [cm/s]  
                                             i) 敷設延長Lw                                                                ii) 被害箇所数&dw                                                                    iii) 被害率Rw 

 (b) 配水管被害とPGVの関係 
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 (c) 配水管被害と微地形区分の関係 

図-5 配水管被害とIJ，PGVおよび微地形区分の関係 

 

していない． 

 さらに，道路被害，配水管被害，汚水管被害および液

状化被害家屋の空間的な相関関係を計量化するため，同

じIJ，PGVおよび微地形区分にさらされる地域における

Rr，Rw，Rsおよび&lの関係を分析した． 

 

 

3. 分析結果  

 

(1) 被害の全体的な傾向 

図-3には，液状化被害家屋数&lとIJ，PGVおよび微地

形区分との関係を示す．前述したように，液状化被害家

屋数&lに関しては，震災前の家屋の空間分布データが入

手できなかったため，被害率は求めずに被害の絶対値に

ついて分析する． 

 &lとIJの関係に関しては，IJが5.6の場合に&lが最大値

802件を示している．これに次いで，IJが5.2の場合，&lは

343件を示している．&lとPGVの関係に関しては，PGVが

50cm/sから55cm/sの場合，&lは766件を示している．これ

に次いで，PGVが20cm/sから25cm/sの場合，&lは503件を

示している．&lと微地形区分の関係に関しては，砂州に

おける&lが最大値793件を示している．これに次いで，

三角州において684件を示している． 

 図-4には，Lr，Ldrおよびそれらから求められる被害率 
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 (c) 汚水管被害と微地形区分の関係 

図-6 汚水管被害とIJ，PGVおよび微地形区分の関係 

 

Rrを，IJ，PGV，微地形区分の観点から分析した結果を

示す． 

 RrとIJの関係に関しては，IJが5.7の場合，Lrは33.34 km，

Ldrは4.49 kmを示し，Rrは最大値0.13を示している．これ

に次いで，IJが5.6の場合，Lrは126.46 km，Ldrは12.68 kmを

示し，Rrは0.10を示している．RrとPGVの関係に関しては，

PGVが50cm/sから55cm/sの場合，Lrは102.71 km，Ldrは12.91 

kmを示し，Rrは最大値0.13を示している．これに次いで，

PGVが30cm/sから35cm/sの場合，Lrは149.89 km，Ldrは16.07 

kmを示し，Rrは0.11を示している．Rrと微地形区分の関

係に関しては，砂礫質台地において，Lrは14.94 km，Ldr

は1.74 kmを示し，Rrは最大値0.12を示している．砂礫質

台地においては，Lrの値に比べ，Ldrの値が相対的に大き

いため，Rrは大きい値を示している．これに対して，Lr

そのものが最大となるのは砂州であり，この場合Lrは

767.30 km，Ldrは46.07 kmを示し，Rrは0.06を示している． 

 図-5には，Lw，&dwおよびそれらから求められる被害

率Rwを，IJ，PGV，微地形区分の観点から分析した結果

を示す．  

 RwとIJの関係に関しては，IJが5.7の場合，Lwは8.34 km，

&dwは11件を示し，Rwは最大値1.32を示している．これに 

次いで，IJが5.6の場合，Lwは53.10 km，&dwは11件を示し，

Rwは0.73を示している．RwとPGVの関係に関しては，

PGVが50cm/sから55cm/sの場合，Lwは50.14 km，&dwは42件 
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(a) 液状化被害家屋数&lと各ライフライン被害率の関係 
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(b) 各ライフライン被害率の相関関係（凡例内の値はそれぞれの微地形区分での相関係数を表す） 

図-7 IJを指標とした場合の被害の関係 

 

図-8 神栖市内の字界と丁目 

 

を示し，Rwは最大値0.84を示している．これに次いで

PGVが30cm/sから35cm/sの場合，Lwは110.55 km，&dwは70

件を示し，Rwは0.63を示している．Rwと微地形区分の関

係に関しては，砂礫質台地において，Lwは10.12 km，&dw

は17件を示し，Rwは最大値1.68を示している．道路被害

と同様に，砂礫質台地においては，Lwの値に比べ，&dw

が相対的に大きいため，Rwは大きい値を示している．こ

れに対して，Lwが最大となるのは砂州であり，この場合

のLwは553.17 km，&dwは6件を示し，Rwは0.23を示してい

る． 

 図-6には，Ls，Ldsおよびそれらから求められる被害率

Rsを，IJ，PGV，微地形区分の観点から分析した結果を

示す．  

 被害率RsとIJの関係に関しては，IJが5.7の場合，Lsは

2.33 km，Ldsは2.00 kmを示し，Rsは最大値0.86を示してい

る．これに次いでIJが5.6の場合，Lsは22.36 km，Ldsは7.13 

kmを示し，Rsは0.32を示している．RsとPGVの関係に関

しては，PGVが55cm/sから60cm/sの場合，Lsは0.40 km，Lds

は0.41 kmを示し，Rsは最大値1.01を示している．これに

次いでPGVが50cm/sから55 cm/sの場合，Lsは24.29 km，Lds

は8.72 kmを示し，Rsは0.36を示している．Rsと微地形区

分の関係に関しては，干拓地において，Lsは0.09 km，Lds

は0.10 kmを示し，Rsが最大値1.04を示している．干拓地

においては，Lsの値に比べ，Ldsが相対的に大きいため，

Rsは大きい値を示している．これに対して，Lsが最大と

なるのは砂州であり，この場合Lは174.93 km，Ldsは10.74 

kmを示し，Rsは0.06を示している． 

 道路被害，配水管被害，汚水管被害に関して，被害率

Rr，Rw，RsとIJ，PGVの関係は，IJが4.9から5.7，PGVが20

から60と値が大きくなるにつれて，Rr，Rw，Rsの値も大

きくなるという対応関係がみられる． 

 

(2) 液状化被害家屋数と各ライフライン被害の関係お 

     よびライフライン間の被害の相関 

 図-7には，前節で顕著な被害が明らかになった三角州， 
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 (a) 液状化被害家屋数&lと各ライフライン被害率の関係 
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                i) 道路被害率Rr - 配水管被害率Rw                           ii) 道路被害率Rr - 汚水管被害率Rs                      iii) 配水管被害率Rw - 汚水管被害率Rs 

 (b) 各ライフライン被害率の相関関係（凡例内の値はそれぞれの微地形区分での相関係数を表す） 

図-9  PGVを指標とした場合の被害の関係 

 

砂州および砂丘において，同一のIJにさらされた液状化

被害家屋数&lと道路被害率Rr，&lと配水管被害率Rw，&l

と汚水管被害率Rsの関係を示すとともに，RrとRw，Rrと

RsおよびRwとRsの関係をそれぞれ示す．また，図-8には，

地理的な位置の関係を把握するため，神栖市内の字界お

よび丁目の分布を示す． 

 三角州は，主に神栖市北部の深芝，居切西部，掘割1

丁目，2丁目および3丁目から筒井西側まで，利根川沿い

の息栖から日川，矢田部まで，海岸部内陸の知手浜から

矢田部までと，市を囲うようにして分布している．IJと

しては，神栖市北部で5.5から5.7，利根川沿いで5.3から

5.5，沿岸部内陸で5.3から5.5にさらされている．特に液

状化被害家屋数&lが大きかったのは，神栖市北部の居切

西部，深芝，掘割2丁目であり，それぞれ129件，351件，

54件となり，この地区のIJは5.6を示している．この地区

では，液状化被害に伴い，道路被害率Rr，配水管被害率

Rw，汚水管被害率Rsのいずれも大きな値を示しており，

それぞれの値は，居切西部で0.22，0.12，0.26，深芝で

0.08，0.56，0.35，掘割2丁目で0.74，1.80，0.67となってい

る．一方で，居切は，IJが5.7とより強い地震動にさらさ

れ，Rr，Rwのいずれもそれぞれ0.25，0.77と大きな値を示

しているが，&lは8件と小さな値を示した．これは，IJが

5.7を示した領域が狭いこと，居切地区に民家が少なか

ったためであると推察される．また，液状化被害を除い

た，各ライフライン被害率の間の関係については，いず

れもIJの増大に伴い，各被害率が増大する傾向がみられ

ることから，これらのライフライン被害率の間には高い

相関性があるといえる． 

 砂州は，神栖市北部の光，東深芝，深芝南1丁目，2丁

目および3丁目，平泉，息栖，大野原，大野原中央1丁目

から6丁目，神栖市中部の知手，知手団地，知手中央8丁

目および9丁目，太田，および神栖市南部の矢田部，波

崎町と，神栖市全域にわたって分布している．IJとして

は，神栖市北部で5.2から5.4，神栖市中部で5.0から5.3，

神栖市南部で5.0にさらされている．特に&lが大きかった

のは，平泉，息栖，太田の地区であり，それぞれ50件，

91件， 224件となっている．このうち，平泉はIJが5.3，

息栖はIJが5.2，太田はIJが5.0の地震動に晒されている． 

&lの大きい地区では，Rr，Rwは平泉で0.11，0.83，息栖で

0.18，0.51と大きくなる傾向にあるが，IJが5.0の太田の場

合は，&lの大きさに対し，Rr，Rwはそれぞれ，0.04，0.15

と小さくなっている．これは，IJが5.0の区域において，

太田の一部の狭い範囲に集中して液状化が起こったため

であると推察される．一方で，深芝南1丁目，2丁目およ

び3丁目，知手団地，知手中央8丁目および9丁目では， 

&lはそれぞれ3件，1件，3件と小さいが，Rr，Rw，Rsはそ

れぞれ，深芝南1丁目で0.40，1.28，0.16，深芝南2丁目で

0.41，2.35，0.37，深芝南3丁目で0.29，1.40，0.33，知手団

地で0.25，1.37，0.17，知手中央8丁目で0.20，2.25，1.04，

知手中央9丁目で0.01，4.75，0.80と大きくなった．これ

は，いずれもIJが5.2から5.3の地区であり，IJがこれを下

回る地区ではこのような傾向はみられないため，強震動
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による主たる被害であると推察される．また，三角州と

同様に，液状化被害を除いた各ライフライン被害率の関

係については，いずれもIJの増大に伴い，各被害率が増

大する傾向がみられることから，これらのライフライン

被害率の間には高い相関性があるといえる． 

 砂丘は，神栖市中部の東和田の南側から知手中央1丁

目，2丁目，5丁目，6丁目および10丁目，砂山の北側ま

で，海岸部の奥野谷浜および知手浜の一部，日川浜，柳

川から波崎町にかけて分布している．IJとしては，神栖

市中部で5.3から5.4，海岸部で5.1から5.5に晒されている．

特に&lが大きかったのは，知手中央10丁目であり，47件

となっている．この地区はIJが5.3の地震動にさらされ，

周辺には，他にも知手中央1丁目および9丁目などに&lが

集中している．&lの大きかった知手中央10丁目は，Rr， 

Rsもそれぞれ0.23，0.14と砂丘における被害率では大きい

値となったが，Rwは0と小さい値を示した．これは，知

手中央10丁目には配水管被害があったものの，微地形が

砂州である地区に被害が集中したためである． 

 ここまで，各微地形区分に対してIJの観点から考察を

行ったが，同様にPGVの観点から捉えると，図-9に示す

ような結果となる． 

 三角州の場合には，PGVとしては，神栖市北部で

45cm/sから60cm/sのレベル，利根川沿いで40cm/sから

45cm/sのレベル，沿岸部内陸で40cm/sから50cm/sのレベル

に晒されている．&l，Rr，Rw，Rsのいずれも相対的に大

きな値を示している神栖市北部の居切西部，深芝，掘割

2丁目においては，PGVは50cm/sから55cm/sとなっている．

一方で，居切周辺地区は，PGVが55cm/sから60cm/sとよ

り強い地震動に晒され，Rr，RwはPGVが50cm/sから55cm/s

の場合に次いで大きく，Rsは最大の値として1.0を示して

いるが，&lは小さな値を示した．&lが小さな値となった

のは，IJの場合と同様に，PGVが55cm/sから60cm/sとなっ

ている領域が狭いことと，居切地区に民家が少なかった

ためであると推察される．Rsのみ1.0を示したのは，この

地区は汚水管の敷設延長が他のライフライン施設に比べ

て少なく，そのすべてが特に被害の大きな領域に集中し

ていたためである．各ライフライン被害率の関係につい

ては，RrとRwに関しては，高い相関性があるといえる．

一方で，Rsに関しては，上述したようにPGVが55cm/sか

ら60cm/sの場合において被害率が1.0と突出して大きな値

を示していることにより，逆にRrおよびRwとの相関性が

低くなっている．  

 砂州の場合には，PGVとしては，神栖市北部で25cm/s

から35cm/s，神栖市中部で20cm/sから35cm/s，神栖市南部

で20cm/sから25cm/sにさらされている．特に&lが大きか

った地区として，平泉はPGVが30cm/sから35cm/s，息栖，

大野原中央4丁目はPGVが25cm/sから30cm/s，太田はPGV

が20cm/sから25cm/sの地震動に晒されている．このうち，

PGVが30cm/sから35cm/sの場合は，&lの大きさに対して各

ライフラインの被害率は大きくなっている．これは，東

深芝や深芝南といったライフラインが密集している地区

において集中して液状化が起こったためだと推察される．

各ライフライン被害率の関係については，すべてのライ

フライン被害率の間に高い相関性があるといえる． 

 砂丘の場合には，PGVとしては，神栖市中部で30cm/s

から40cm/s，海岸部で30cm/sから40cm/sに晒されている．

このうち，特に&lが大きかった知手中央10丁目は，PGV

が35cm/sから40cm/sの地震動にさらされている．&lおよ

び各ライフライン施設の被害率の相関については，前述

したIJの場合と全く同様の傾向を示した． 

 

 

4. 結論 

 

本研究では，東北地方太平洋沖地震において，強震動

および液状化によるライフライン施設の被害が顕著であ

った茨城県の神栖市を取り上げ，道路被害，配水管被害，

汚水管被害および液状化被害の発生した家屋に関する位

置情報を収集した．その上で，液状化被害家屋数&l，道

路被害率Rr，配水管被害率Rwおよび汚水管被害率Rsに関

する情報と計測震度IJ，PGVおよび微地形区分の分布と

の空間的な関係を分析した．また，被害の顕著であった

三角州，砂州および砂丘における各ライフライン施設の

被害率の相関関係についても検討を行った． 

1) &l，Rr，Rw，Rsがすべて相対的に大きな値を示した

地区は掘割2丁目であり，&lは54件，Rrは0.74，Rwは

1.80，Rsは0.67を示した．この地区の微地形区分は

三角州であり，IJでは5.6から5.7，PGVでは50cm/sか

ら60cm/sと相対的に高い地震動に暴露されている． 

2) Rr，Rw，Rsが相対的に大きな値を示し，&lは小さな

値を示した地区は，掘割3丁目，知手中央8丁目で

あり，&lはすべて0件であるのに対して，Rrは0.70，

0.20，Rwは5.63，2.25，Rsは0.68，1.04をそれぞれ示し

た．このような傾向は三角州，砂州でみられた．

掘割3丁目の微地形区分は三角州であり，IJでは5.6

から5.7，PGVでは55cm/sから60cm/sと相対的に高い

地震動に暴露されている．また，知手中央8丁目の

微地形区分は砂州であり，IJでは5.2から5.3，PGV

では25cm/sから35cm/sの地震動に暴露されている． 

3) Rr，Rwが相対的に大きな値を示し，一方で&l，Rsが

小さな値および中程度の値を示した地区は，居切，

筒井，深芝南1丁目，2丁目および3丁目，太田新町

4丁目および5丁目，知手団地，知手中央8丁目およ

び10丁目であり，Rrは0.14から0.41，Rwは0.70から

3.86であるのに対して，&lは0件から8件，Rsは敷設

なしを含め，0.16から0.37をそれぞれ示した．この
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ような傾向は三角州，砂州，砂丘すべての微地形

区分でみられた．居切，筒井の微地形区分は三角

州であり，IJでは5.7，5.5から5.6，PGVでは55cm/sか

ら60cm/s，45cm/sから50cm/sの地震動にそれぞれ暴

露されている．深芝南1丁目，2丁目および3丁目，

太田新町4丁目および5丁目，知手団地，知手中央

10丁目の微地形区分は砂州であり，IJは5.0から5.3，

PGVは20cm/sから35cm/sと相対的に低い地震動にそ

れぞれ暴露されている．また，知手中央8丁目の微

地形区分は砂丘であり，IJでは5.1から5.3，PGVで

は35cm/sから40cm/sの地震動に暴露されている． 

4) &l，Rrが相対的に大きな値を示し，一方でRw，Rsが

小さな値および中程度の値を示した地区は，居切

西部，息栖であり，&lは129件，91件，Rrは0.22，

0.18であるのに対して，Rwは0.12，0.51，Rsは0.26，

敷設なしをそれぞれ示した．このような傾向は三

角州，砂州でみられた．居切西部の微地形区分は

三角州であり，IJでは5.6から5.7，PGVでは50cm/sか

ら60cm/sの地震動に暴露されている．息栖の微地形

区分は砂州であり，IJでは5.2，PGVでは25cm/sから

30cm/sと相対的に低い地震動に暴露されている． 

5) &lのみが相対的に大きな値を示し，一方でRr，Rw，

Rsが小さな値および中程度の値を示した地区は，

深芝，太田，知手，日川であり，&lは351件，224件，

71件，62件であるのに対して，Rrは0から0.08，Rwは

0から0.56，Rsは敷設なしを含め，0から0.35をそれ

ぞれ示した．このような傾向は三角州，砂州でみ

られた．深芝の微地形区分は三角州であり，IJでは

5.6から5.7，PGVでは50cm/sから60cm/sと相対的に高

い地震動に暴露されている．太田，知手，日川の

微地形区分は砂州であり，IJでは5.0から5.2，PGV

では20cm/sから30cm/sの相対的に低い地震動に暴露

されている． 
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ANALYSIS ON SPATIAL CORRELATION OF DAMAGES OF ROAD,  

WATER SUPPLY AND SEWERAGE NETWORKS 

AT THE 2011 OFF THE PACIFIC COAST OF TOHOKU EARTHQUAKE 

- CASE STUDY FOR THE DATA AT KAMISU CITY IN IBARAKI PREFECTURE - 

 

Yosuke MIZUNO, Satoshi NABA and Gaku SHOJI 

 

We evaluate the dependency of spatial distribution of damages of road, water supply and sewerage networks subjected to the 

seismic hazards in the 2011 off the Pacific Coast of Tohoku earthquake focusing on the damage at Kamisu city in Ibaraki pre-

fecture. We quantify the damage ratios defined by the ratio of disrupted length Ldr with rail length Lr for roads, that of number of 

physical damage points &dw with pipeline length Lw for water distribution buried pipes and that of disrupted length Lds with pipe-

line length Ls for sewer buried pipes. Relations between the damage ratios of roads, water distribution buried pipes, sewer buried 

pipes and the number of houses damaged by liquefaction which are exposed to same seismic intensity level are revealed, focus-

ing on data at delta, sand bar and sand dune. 


